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はしがき 

 

本報告書は、BOAT RACE の交付金による日本財団の助成金を受けて、平成 25 年

度に社団法人日本舶用工業会が実施した「排熱回収型サイレンサに関する技術開発

（実船搭載試験）」の成果をとりまとめたものである。 

 

貨物船においては、停泊中は発電機関を運転しているが、その排熱は利用されて

いないため、発電機関用のサイレンサに熱回収機能を付加した新型のサイレンサの

開発を平成 22、23 年度の 2 年計画で実施している。この度、船社の協力を得て実

船実験の目途が立ったため、実船実験を実施し、既存蒸気系との適合性、搭載方法、

省エネ効果等を検証し、商品化と実用化を図るものである。 

本開発は、平成 24 年度、25 年度の 2 年計画で、株式会社大晃産業に委託して実

施しており、その成果をここにまとめたものである。 

 

ここに、貴重な開発資金を助成いただいた日本財団、並びに関係者の皆様に厚く

御礼申し上げる次第である。 

平成２６年３月 

(一社)日本舶用工業会 
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第Ⅰ部 平成２４年度 
 

１．事業の目的 

運航コスト削減と温暖化対策の観点から、海運分野においても様々な省エネルギー

対策が進められている。しかし、停泊時に稼働する主発電機関からの排熱は、350℃程

度と高温であるが、未利用となっている。現在、DW5.0 万トン～8.0 万トンバルクキャ

リアー (BC)には 400～520kW の発電機関 3 基が搭載されており、荷役停泊時にはこの

内の 2 基が約 3/4 負荷で運転されているため、排熱の 40％ (180～234kW)が回収できれ

ば、0.6MPaG の蒸気が 240～320kg/h 生産できることになる。この蒸気量は、同クラス

BC の停泊時デッキサービス等の平均蒸気消費量 200kg/h を十分賄うことができる。 

このため、平成 22 年度と 23 年度に渡り、日本財団殿の助成を得て、発電機関から

の排熱を回収することが可能なサイレンサを開発する、「排熱回収型サイレンサに関

する技術開発」を実施し、目標とした排熱回収量(生成蒸気量)、消音性能、ガス側圧

力損失の全てについて、陸上試験では良好な結果を得ることができた。 

しかし、本サイレンサのトータルプラントとしての実用化には、実際に船舶に搭載

し、容量の大きい既存蒸気系への適合性、狭い空間への搭載方法や実船搭載時の熱損

失の評価など、実船搭載試験によらなければ解決ができない課題が存在することも判

明しており、実施した技術開発の協力者である常石造船㈱殿とともに、搭載可能な船

舶を鋭意探したが、新造船の建造時期及び建造条件などから、ふさわしい船舶を確保

することができなかったところ、この度実施した、「排熱回収型サイレンサに関する技

術開発」の陸上試験の良好な結果に興味を示していただいた、神原汽船㈱にご協力を

頂けることとなり、実船搭載試験の見通しをつけることができた。 

こうした状況を踏まえて、平成 24 年度と 25 年度の 2 年計画で「排熱回収型サイレ

ンサ」を実船に搭載し、上記の技術的課題を解決することにより、商品化を加速させ

ると共に、更に高品質でより良い製品の実用化に向けての技術開発を実施し、省エネ

効果の向上や、運航コストの削減、GHG 排出削減への貢献を目指すものである。 

 

２．事業の目標 

日本財団殿の助成を得て、実施した「排熱回収型サイレンサに関する技術開発」の

成果を活用し、実船試験の対象船に合わせた排熱回収型サイレンサを製作し、船舶に

搭載した際の問題点を解決することにより、より高品質な製品の商品化を早急に行う。 

 

2.1 本事業の最終目標 

本装置の実船プラントへの搭載において、設備の容量の大きい既存蒸気系への適合

性、狭い空間への搭載方法、実船搭載時の熱損失等を実船搭載試験により確認し、下

記の最終目標を達成する。 

(1) 性能の最終目標 

蒸気生成量は発電機関 1 基当たり 100kg/h、消音効果はエコノマイザーとサイレン

サ機能により合計減衰量 15dB(A)以上、圧力損失は 1.5kPa(150mmAq)以下を性能の

最終目標とする。 

(2) プロトタイプ排熱回収型サイレンサの設計 

実船搭載試験における諸データより、トータルプラントとしての適合性を確認し、

関連機器を含め小型コンパクトで容易な艤装となる実用第 1 号機となるプロトタ

イプ排熱回収型サイレンサの設計を完成させる。 
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2.2 平成２４年度の目標 

(1) 既存蒸気系との適合性の確立 

既存の機関室プラントを調査し、狭隘な機関室内に、排熱回収型サイレンサをコ

ンパクトに搭載する技術を確立する。 

(2) 実船試験用排熱回収型サイレンサ 

対象船の発電機関仕様により船内試験に適合した排熱回収型サイレンサを設計・

製作する。 

(3) 搭載対象船の改造 

本装置の実船プラントへの搭載における諸問題を解決するための改造設計及び工

場内で改造部の製作を行う。 
 

３．事業内容 

3.1 既存蒸気系への結合方法の確立 

常石造船㈱グループにおいて建造する対象船(就航船を含む)に対し、既存蒸気系統

及び船内配置を詳細に調査し、3 基の内の発電機関 1 基を選び、それに適した排熱回

収型サイレンサの搭載箇所を決定するとともに、容量の大きい既存蒸気系との適合性

を確認する。また、必要に応じて、付加的な制御が必要かどうかを判断する。 

これにより、狭隘な機関室内に、排熱回収型サイレンサをコンパクトに搭載する技

術を確立する。 
 

3.2 実船試験用排熱回収型サイレンサの設計・製作 

対象船の発電機関仕様(排ガス量、排ガス温度、設置場所など) を基に、荷役中 (約

3/4出力)に稼働する2基の発電機関の内の1基に搭載する排熱回収型サイレンサの設

計・製作を行う。蒸気生成量は、100kg/h(2 基で 200kg/h 相当)とする。 
 

3.3 搭載対象船の機器 / 装置の改造 

既存蒸気系との結合方法に基づき、対象船の改造設計と機器の改造を工場内で行う。

その際、汽水分離器(補助ボイラの蒸気ドラム)や給水ポンプなど既存機器を活用する

とともに、平成 22～23 年度購入の機器類を可能な限り再利用(改造を含む)する。 
 

3.4 実船搭載試験準備 

実船搭載試験マニュアルを策定するとともに、試験結果の解析装置を購入する。 

 

４．実施内容 

4.1 既存蒸気系への結合方法の確立 

4.1.1 実船搭載試験船の選定 

排熱回収型サイレンサを実船搭載して試験を実施するための対象船を神原汽船㈱

にて入渠時期などを検討した結果、「Fujisuka」にて実船搭載試験を実施することに

した。 

ところが、「Fujisuka」の入渠時期が急遽変更(2012 年 10 月)となったため、当初

の計画スケジュールで、最適な対象船を、神原汽船㈱にて検討した結果、シリーズ

船(同型船)の「Casta Diva」にて実施することに変更した。 

その後、搭載対象船の入渠時期が変更(1 年以上後)になり、再度検討した結果、シ

リーズ船の「TRIPLE STAR」にて実船搭載試験を実施することとした。 
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TRIPLE STAR の船級が NK から DNV に転級しており、今まで Casta Diva(NK 船級)

にて、船級承認を取得していた図面やポンプ、製作などについて再度 DNV でのルー

ル承認の取得作業を実施した。 

表 1に実船搭載試験船選定経緯を示し、表 2及び表 3に搭載試験船である、TRIPLE 

STAR の要目を示す。 

 

表1 実船搭載試験船選定経緯 

船  名 Fujisuka Casta Diva TRIPLE STAR 

船  種 52BC 52BC 52BC 

船  級 DNV NK NK →DNV 

航  路 
日本－オーストラリア

定期運航 
不定期船 不定期船 

改造工事/試験 中国の造船所 中国の造船所 中国の造船所 

入渠時期 
2013 年 1 月末 

→2012 年 10 月末

2013 年 2 月末 

→2013 年 10 月 
2013 年 4 月初 

備  考 
入渠時期変更 

不採用 

入渠時期変更 

不採用 
搭載試験船に決定

 

表2 TRIPLE STAR 要目① 

項  目 単位 備  考 

船  番   S1337 

船  名   TRIPLE STAR 

船  主   Chijin Shipping S.A. 

船  籍   Panama 

船  級   DNV 

船  種   52BC 

ト ン 数 D/W MT 52,454 

乗 組 員   21(フィリピン人) 

航  路   World Wide(不定期船) 

定期検査   IS：Docking Due 2013/9/2 

入  渠 
  平成 25 年 4 月予定 

  中国(上海地区) 

主 機 関 

メーカ  三井造船 

型式  B&W 6S50MC 

出力 kW 7,800(MCO) 

主機排ガスボイラ 容量 kg/h 850(85% at MCO) 

給水ポンプ 

容量 m3/h 2×2 台 

圧力 m 100 

電動機  
440V,60Hz 

2.2kW×3600min-1 

循環水ポンプ   非装備 
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表3 TRIPLE STAR 要目② 

項  目 単位 備  考 

発電機要目 

(定格時) 

発電機容量 kW 440kW×900min－1 

原動機容量 kW 480 

原動機メーカ  ダイハツ(上海) 

原動機型式  5DK-20 

台  数 台 3 

排ガス量 

Nm3/h 

100% 2550 

80% 2070 

50% 1320 

m3/h 

100% 6100 

80% 4951 

50% 3254 

排ガス温度 ℃ 

100% 380 

80% 380 

50% 400 

口  径 A 300 

発電機負荷 

航 海 時 kW 
280  計画(1 台) 

abt.250 実(1 台) 

荷 役 時 kW 
745 計画(2 台) 

abt.680 実(2 台) 

純停泊時 kW 
185 計画(1 台) 

abt.220 実(1 台) 

コンポジットボイラ 

蒸気容量 kg/h 

1100 at Oil 

( LYF1.1 / 0.85-0.6 ) 

850 ( Gas at 85% MCO ) 

圧  力 MPa 
0.7(設計値) 

0.6(Oil side),0.5(Gas side) 

蒸気消費量 

航 海 時 kg/h 817 

荷 役 時 kg/h 653 

純停泊時 kg/h 653 

船内蒸気 
蒸気圧力 

(ゲージ圧力) 
MPa 0.6 

 

 

4.1.2 配管系統の検討及びシリーズ船の訪船確認 

搭載対象船の仕様を基に既存蒸気系統への結合方法を検討した。 

図 1に配管系統図を示す。 
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図1 配管系統図 

[記号説明] FI：流量計，P1：圧力，P：圧力(機側)，DPI：差圧，T1：温度，

T：温度(機側) 

なお、船内配置を図面にて詳細に検討し、3基の内の発電機関 1基(3 号機)を選び、

それに適した排熱回収型サイレンサの搭載箇所を決定した。 
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蒸気及び給水管系統は、適合性を検討した結果、既設を流用することにし、循環

水系統は、ポンプを含めた配管系統を新設するものとした。新設するポンプは、蒸

気生成量に適合した容量(蒸気量の約 5 倍)を選定した。 

次に、加熱チューブの腐食などによる破損/水漏れ対策を考慮し、今後は給水ライ

ンに遮断弁設置及び、水漏れ確認装置の設置をする必要があることを確認し、今回

の試験では、給水ラインにバルブを設置し、水漏れ確認装置の代わりに、ドレン溜

まり及び、シールポットにて確認できる配管系統及び排ガス管構造を採用した。 

そして、排ガス系統中のダンパーの遠隔制御及び、開閉表示等の必要性を確認し

た。今回の試験では、タンパーは手動制御の開閉表示付にした。 

なお、新設機器及び配管は、一体のユニット艤装方法を採用し、機関室上部のス

カイライトから一括搭載できるよう計画した。 

これにより、狭隘な機関室内に、排熱回収型サイレンサをコンパクトに搭載する

技術を確立できた。 

また、10 月 28 日に Casta Diva とのシリーズ船(Tenshou Maru)が、山口県徳山市

の港に接岸したため、常石造船㈱殿と訪船した。船内を調査・確認し、配管系統の

設置・追加及び、排熱回収型サイレンサ等の設置及び、ユニット構造物設置にあた

り、必要箇所は寸法計測を実施し、計画通り設置出来ることを確認した。 

図 2～図 6に船内写真を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 改造用発電機 

試験使用発電機(№3)
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図3 ボイラ(循環水ライン追加箇所) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4 ボイラ(蒸気ライン工事個所) 

循環水ライン追加工事個所

蒸気ライン計測用追加工事個所 
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図5 試験装置ユニット据付箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6 煙突(騒音測定箇所) 

排ガス管バイパス箇所 

試験ユニット据付箇所 

（排熱回収型サイレンサ/ポンプ/計器盤 etc.）
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4.2 実船試験用排熱回収型サイレンサの設計・製作 

対象船の発電機関仕様(排ガス量、排ガス温度など) や設置場所を基に、荷役中 (約

3/4 出力)に稼働する 2 基の発電機関の内の 1 基に搭載する排熱回収型サイレンサの設

計・製作を行った。蒸気生成量は、試験対象船の発電機出力に対応させるため、検討

結果本試験では 115kg/h にて計画した。 

途中、搭載対象船の変更があったが、選択した船舶がシリーズ船であったため、排

熱回収型サイレンサの計画ベースの変更はなく、船内据付台との調整をするだけで対

応できた。 

また、エコノマイザー部設計時に生成蒸気量検討は、以下の通りである。 

 

(1) 蒸気生成の効率検討として、平成 22 年度/23 年度に渡り実施した、陸上試験結果

から、効率を 0.65 とした。 

表 4に、陸上試験結果からの検討を示す。 

 

 

表4 蒸気生成効率検討 
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(2) 4/4 出力時の排ガスの有効熱量ΔE(kJ/h)は次式により求められる。 

 

・排ガス比熱  

・排ガス量  

・排ガス出入口温度差  

・排ガス入口温度  

・排ガス出口温度  

したがって、排ガスの有効熱量ΔE(kJ/h)は、 

(kJ/h) 

(3) 4/4 出力時の生成蒸気量 Ws(kg/h)は次式により求められる。 

 

・効率  

・蒸気生成エンタルピ  

・  

・  

したがって、生成蒸気量 Ws(kg/h)は、 

(kg/h) 

(4) 荷役時の出力(約 67％出力)時、実船搭載試験船既存発電機における陸上運転成

績書による推定排ガス量及び、平成 22 年度/23 年度実施した陸上試験結果によ

る推定排ガス量について、排ガスの有効熱量ΔE’(kJ/h)は、 

1) 実船搭載試験船既存発電機における陸上運転成績書による推定排ガス量

( )の有効熱量ΔE’(kJ/h)は、 

(kJ/h) 

・排ガス入口温度  

したがって、生成蒸気量 Ws’(kg/h)は、 

(kg/ h) 

2) 陸上試験結果による推定排ガス量( )の有効熱量ΔE’(kJ/h)は 

(kJ/h) 

・排ガス入口温度  

したがって、生成蒸気量 Ws’(kg/h)は、 

(kg/h) 

(5) 実船搭載用排熱回収型サイレンサの生成蒸気量は(4)より、115(kg/h)として計

画した。 

(6) 115(kg/h)の蒸気生成するための交換熱量 Qs(kJ/h)及び排ガス出口温度 T2(℃)

は、それぞれ次式により求められる。 

 

 
・蒸気流量 Gs：115kg/ h 

・ ：  

・排ガス入口温度 ：323.0℃ 



－ 11 － 

・熱損効率 ：1.03 

・排ガス流量 ：2555 kg/h 

・平均ガス比熱 ：1.096kJ/kgK 

したがって交換熱量 Qs(kJ/h)及び排ガス出口温度 T2(℃)は、それぞれ 

(kJ/h) 

(℃) 

また、対数平均温度差 (℃)は次式により求められる。 

 
・排ガス入口側管内外温度差 ：158.2℃ 

・排ガス出口側管内外温度差 ：49.2℃ 

したがって対数平均温度差 (℃)は 

(℃) 

(7) 必要伝熱面積 A(㎡)は、次式により求められる。 

 
・熱貫流率 K：27.2W/m2K 

したがって必要伝熱面積 A(㎡)は、 

(㎡) 

以上により、排熱回収型サイレンサのエコノマイザー部フィン付チューブ伝熱

面積を 34.7m2(有効長さ 0.75m、列数を 6 列、段数を 16 段)とした。 

 

表 5に排熱回収型サイレンサのエコノマイザー部設計値を、図 7に排熱回収型サ

イレンサの外形図をそれぞれ示す。 

また、強度計算として、「Class NK 鋼船規則 D 編 9 章」に基づき、使用する管

について、肉厚を決定した。 

(8) 管の最小厚さでボイラに用いられる管の厚さは、外径 30 ㎜以上の管では、2.5

㎜以上としなければならないため、 

t=2.5 

(9) 設計圧力から算出される所要厚さ は、 

   

・「鋼板規則 D 編 9.4.1」より  

・設計圧力  

・管の外径 d  

したがって、設計圧力から算出される所要厚さ は 

 
(10) 計算及び制限厚さの大きい方は、(8)(9)より、2.5 ㎜であり、「鋼板規則 D 編 表

K4.9」より、管厚さを 2.6 ㎜とした。 

「4.1.1 実船搭載試験船の選定」で述べた通り、最終的に、実船搭載試験船の船

級が DNV となったため、強度計算を DNV ルールに則り、再計算した結果、管厚さに

変更の必要はなかった。 
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表5 排熱回収型サイレンサのエコノマイザー部設計値 

負  荷 67％ 

流 体 名 

管 外 管 内 

D/E 排ガス 
飽和蒸気 

(AorC 重油) 

流  量 
Nm3/h 1992 蒸気 115 

kg/h (2575) 循環 575 

入口温度 ℃ 323.0 164.8 

出口温度 ℃ 214.0 164.8 

操作圧力 MPa  0.6 

最高使用圧力 MPa  0.98 

交換熱量 kJ/h 2.96E5 

蒸気発生量 kg/h 115 

対数平均温度 ℃ 93.3 

管外質量流量 kg/m2h 1.15E4 

管内質量流量 kg/m2h 3.45E5 

熱貫流率 W/mK 27.2 

必要伝熱面積 m2 32.4 

実際伝熱面積 m2 34.7 

実際圧損 kPa 0.05 11 

許容圧損 kPa ≦1.5 ≦50 

流体平均流速 m/s 5.0 5.24 

材  質 
チューブ KSTB35SC：φ31.8×t2.6 

フィン SPCC：t1.2×16h×12.7p 

※排熱回収型サイレンサ設計点は、75％負荷状態にて計画しますが、今回の試験機

は 67％負荷(75×0.9≒67)にて計画しています。 

排ガス量及び温度は 100％の値より想定しており、10％の誤差を考慮し、安全サイ

ドの値にて計画しています。 
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図7 排熱回収型サイレンサ外径 
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4.3 搭載対象船の機器 / 装置の改造 

4.3.1 実船配置図 

実船図面を基に、排熱回収型サイレンサ及び、必要機器の実船搭載箇所を検討し

た。また、「4.1.2 配管系統の検討及びシリーズ船の訪船確認」で述べた通り、訪

船し、検討通り実船設置できることを確認した。 

図 8～図 9に排熱回収型サイレンサの実船配置図を、図 10に煙突内排ガス管配置図

を、図 11～図 14に配管の配置図、を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8 排熱回収型サイレンサ配置図(横断面) ※雲マークは改造箇所 

№3 発電機にて試験実施
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図9 排熱回収型サイレンサ配置図(平面図) ※雲マークは改造箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10 煙突内排ガス管配置図 ※雲マークは改造箇所 



－ 16 － 

A

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11 諸管取付図(UPP.DECK PLAN) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図12 諸管取付図(図 11の矢視 A) 
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図13 諸管取付図(BOAT DECK PLAN ①) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図14 諸管取付図(BOAT DECK PLAN ②) 
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4.3.2 計測系の構築 

排熱回収型サイレンサの実船搭載試験を実施するにあたり、試験データの計測及

び、システムの構築のため、既設のボイラ等改造が必要となる。 

給水系統、蒸気系統、蒸気ドレン系統、排ガス系統、ドレン系統などの配管系統

図の関連個所の改造図面を作成した。改造後の代表例として、給水ライン及び排ガ

ス関連の系統図を図 15及び図 16に示す。 

また、試験データの計測で、機側における計測機器一覧を表 6に、デジタルデータ

としてデータロガに蓄える機器一覧を 

表 7に示す。 

試験データ用の計装品の設置位置は、配管系統図(図 1)に示しているが、その内、

デジタルデータとして、データロガに蓄えられる計測センサー位置を図 17に示す。

図 17に太線で示した個所が、対象船の改造個所である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図15 FEED WATER SYSTEM 
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図16 EXH. GAS & MIST SYSTEM 

 

 

表6 機側計測機器一覧 

測定種類 品  目 仕 様 測定内容 備考 

圧力計 圧力計 
常温～170℃ 

0～1.1MPa 

循環水ポンプ入口圧力 
購入品

循環水ポンプ出口圧力 

温度計 バイメタル温度計

0～500℃ 

排気ガス入口温度 

(サイレンサ) 

流用品

排気ガス出口温度 

(サイレンサ) 

0～200℃ 

循環水温度 

(スチームドラム出口) 

循環水温度 

(サイレンサ入口) 

循環水温度 

(サイレンサ出口) 

0～100℃ 給水温度 

0～200℃ 蒸気温度 
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表7 デジタルデータ計測機器一覧 

記号 測定種類 品 目 仕 様 測定内容 メーカ 備考 

 データロガ    ｸﾞﾗﾌﾃｯｸ 流用品

T2-1A 

温度測定器 

熱電対 
常温～450℃ 

500mmAq 

排ガス入口温度 

(サイレンサ) 

山里産業 流用品

T2-1B 
排ガス出口温度 

(サイレンサ) 

T2-2A 

測温抵抗体 

常温～170℃ 

1.1MPa 

循環水入口温度 

(サイレンサ) 

T2-2B 
循環水出口温度 

(サイレンサ) 

T2-3 
常温～170℃ 

0.7MPa 
蒸気温度 

T2-4 
常温～170℃ 

1.0MPa 
給水温度 

P3-1A 

圧力測定器 圧力変換器 

常温～170℃ 

0～1.1MPa 

循環水入口圧力 

(サイレンサ) 

共和電業 購入品

P3-1B 
循環水出口圧力 

(サイレンサ) 

P3-2 
常温～170℃ 

0～0.7MPa 

蒸気圧力 

(ｽﾁｰﾑﾄﾞﾗﾑ出口) 

P3-3 
常温～170℃ 

0～1.0MPa 

給水圧力 

(給水ポンプ出口)

F4-1 

流量測定器 

流量計 
2000～8000m3/h

Max450℃ 
排気ガス流量 

横河電機 

流用品

ピトー管, 

差圧発信器 
購入品

F4-2 渦流式流量計 
0～200kg/h 

Max170℃ 
蒸気流量 流用品

F4-3 

電磁流量計 

0.2～1.0m3/h 

Max170℃ 
循環水流量 購入品

F4-4 
0.01～3.0m3/h

Max100℃ 
給水流量 流用品

DP6-1 差圧計 差圧表示器 
0～400mmAq 

Max450℃ 

排ガス出入口差圧

(サイレンサ) 
横河電機 流用品

注）流用品：陸上試験時購入品を流用(改造を含む) 

購入品：実船搭載試験用に新規購入 
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図17 デジタルデータ計測点 

 

(1) 温度計測 

排熱回収型サイレンサの性能把握に必要な温度として、排ガスサイレンサ入口

温度(T2-1A)、排ガスサイレンサ出口温度(T2-1B)、循環水サイレンサ入口温度

(T2-2A)、循環水サイレンサ出口温度(T2-2B)、蒸気温度(T2-3)、給水温度(T2-4)

が計測され、デジタルデータとしてデータロガに格納される。 

また、これらの他、機側データ(図 1中 T で表示)としても、計測できるよう計器

を設置した。 
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(2) 圧力計測 

圧力変換器により、循環水サイレンサ入口圧力(P3-1A)、循環水出口圧力(P3-1B)、

蒸気圧力(P3-2)、給水圧力(P3-3)が計測され、デジタルデータとしてデータロガ

に格納される。 

また、これらの他、機側データ(図 1中 P で表示)としても、計測できるよう計器

を設置した。 

 

(3) 差圧計測 

圧損は、エンジンに許容される範囲内に収まるかどうか判断するためのデータ

となるため、排熱回収型サイレンサ前後の差圧計測(DP6-1)は重要であり、計測値

をデジタルデータとしてデータロガに格納される。 

また、図 18に排気ガス差圧計用系統図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図18 排気ガス差圧計用系統図 

 

(4) 流量計測 

熱バランスの評価、蒸気生成量の評価に不可欠な流量計測は、排気ガス流量

(F4-1)、蒸気流量(F4-2)、循環水流量(F4-3)、給水流量(F4-4)が計測され、デジ

タルデータとしてデータロガに格納される。 

また、図 19に排気ガス流量計装置を示す。 
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図19 排気ガス流量計装置 

 

(5) 計器盤 

図 17で示されるデジタルデータ計測は、データロガに格納されるだけでなく、

図 20に示す計器盤に表示され、これをモニターすることで、試験状況がわかるよ

うにしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図20 計器盤 
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4.3.3 装置設計・製作 

排熱回収型サイレンサを実船搭載するにあたり、既存排ガス系統に排熱回収型サイ

レンサをバイパスし、「4.3.2 計測系の構築」で述べた計測器取り付け検討図の一

部を図 21に、設計したパイプを図 22・図 23に、製作したパイプを図 24に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図21 計装器具位置図 
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図22 パイプ一品図① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図23 パイプ一品図② 
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図24 パイプ 

 

排熱回収型サイレンサを実船搭載するにあたり、据付台やハンドレール等、多数の

装置を設計・製作した。 

図 25に据付台、図 26にハンドレール、図 27にサイレンサ振動止め装置、図 28・図

29にサイレンサ据付台をそれぞれ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図25 据付台 
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図26 ハンドレール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図27 サイレンサ振動止め 
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図28 排熱回収型サイレンサ据付台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図29 排熱回収型サイレンサ据付台(図 28の矢視 C) 
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既存排ガス系統に排熱回収型サイレンサ系統のバイパスが必要で、その切り替えに

三方切替ダンパーを設置することとした。 

また、排熱回収型サイレンサのフィン付チューブの万一の破損を考慮し、チューブ

内の水が漏れてエンジン故障を防止するため、安全サイドから、排熱回収型サイレン

サと切替ダンパーの間にドレン溜まりを設置することとした。 

図 30に三方切替ダンパーを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図30 三方切替ダンパー 

 

 

4.3.4 搭載機器船級検査 

(1) 排熱回収型サイレンサ 

当初搭載予定であった Fujiska の船級が DNV で、ルールを満たすにはどのよう

な申請/承認が必要なのか、材料や製作工場の承認はどこまで必要かなど、DNV へ

相談に行き、排熱回収型サイレンサの製作準備を進めた。 

ところが製作準備を進める途中で、搭載対象船が変更になった。変更後の搭載

対象船 Casta Diva の船級が NK のため、今まで DNV ルールにて製作準備を進めて

いたが、NK ルールにて製作するよう、製作準備を見直した。 

そして使用材料/製法等、NK ルールに則り製作し、図面承認等順調に進めていっ

た。 

その後、搭載船が TRIPLE STAR(船級：DNV)に変更になった。したがって、TRIPLE 

STAR(DNV)用として再申請し承認を得ることにした。 
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なお、排熱回収型サイレンサは、結果的に NK 及び、DNV 検査官立会のもと、開

先検査・水圧検査及び放射線検査を受検した。 

NK 立会の検査で、図 31にヘッダー部開先検査、図 32にフィン付チューブの水圧

検査、図 33に放射線検査を示し、図 34に DNV 立会いの水圧検査を示す。 

図 33に示す、放射線検査について、船級規定では 20％実施でよいが、今回は安

全のため 100％実施した。 

放射線検査及び、浸透深傷検査として、日本シーレーク株式会社へ依頼し、検

査を実施した。 

その結果、浸透深傷検査では、表面の割れ・亀裂も無く問題なかった。放射線

検査では、スラグ巻き込みがなく、ブローホールの径・個数に対しても規定を満

たしており、全数問題無かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図31 開先検査(NK) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図32 水圧検査(NK) 
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図33 放射線検査(NK) 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図34 水圧検査(DNV) 

 

 

また、排熱回収型サイレンサを製作するにあたり、製作工場が船級協会認定工

場であり、溶接作業者も船級協会の資格を得ている必要がある。 

これら証明書など、検査における船級協会への提出検査記録を作成し、検査時

に提出した。 

図 35に検査記録の表紙を示す。これには、船級協会 NK 及び DNV の検査官が、承

認したサインが記されている。 

 

 

 

 

 

 



－ 32 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図35 検査記録表紙 
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排熱回収型サイレンサ製作には、船級協会認定の材料を使用する必要があり、

図 36に使用した材料検査成績書一覧表を、図 37にミルシートを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図36 材料検査成績書一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図37 ミルシート 



－ 34 － 

フィン付チューブで溶接継手個所においては、開先をとり、ゲージにて検査を

実施し、溶接は、船級認定されている技師にて実施した。 

図 38に、開先・溶接継手番号図を、図 39に開先検査記録を、図 40に溶接作業検

査記録を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図38 開先・溶接継手番号図 
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図39 開先検査記録 
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図40 溶接作業検査記録 

 

溶接個所については、溶接後に浸透深傷検査を実施し、その後放射線検査を実

施した。 

図 41に放射線検査記録を、図 42に放射線透過写真判定記録を示す。 
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図41 放射線検査記録 
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図42 放射線透過写真判定記録 
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これら検査記録と立会検査の結果、排熱回収型サイレンサは船級協会の承認を

得た。 

船級承認を得た排熱回収型サイレンサは、実船に搭載するため、塗装及び防熱

施工をし、完成した。 

図 43に塗装後の排熱回収型サイレンサを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図43 排熱回収型サイレンサ 
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(2) 循環水ポンプ 

実船搭載試験において、排熱回収型サイレンサ内フィン付チューブと既設ボイ

ラ間を循環させる循環水ポンプを 2 台新規設置する必要がある。 

循環水ポンプ容量としては、通常蒸発量の 5 倍以上を選定するので、4/4 出力時

の蒸発量から、 

 
したがって、容量 1(㎥/h)のポンプを選定した。 

また、その循環水ポンプ仕様は、試験条件により、高圧・高温使用でなくては

ならない。 

それら条件を満たす、船級承認を得た循環水ポンプを選定し、購入した。 

表 8に循環水ポンプ仕様、図 44に循環水ポンプを示す。 

 

表8 循環水ポンプ仕様 

名  称 排ガスボイラ用 循環水ポンプ 

数  量 2 台 

形  式 メーカ標準 

使用流体 清水(0.6MPa 飽和水) 

使用温度(℃) 常温～165 

容 量(㎥/h) 1 

全 揚 程(m) 35 

吸入揚程(m) 1 

出/入口フランジ(JIS B) メーカ標準 

電  源 440V、60Hz、3φ 

電 動 機(kW) メーカ標準 

材 質 

ケーシング メーカ標準 

インペラー メーカ標準 

パッキング メーカ標準 

付属品 

出入口圧力計(本体付) ― 

据付ボルトナット付き ― 

モータ端子箱 電動機横に設置 

その他 標準 

予備品  標準 

使用場所  52BC 船 

用 途  機関室 
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図44 循環水ポンプ 
 

 

(3) 循環水ポンプスタータ 

実船搭載試験において、循環水ポンプを 2 台新規設置するが、そのポンプのス

タータを製作し、船級承認を得た。 

図 45に循環水ポンプスタータ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図45 循環水ポンプスタータ 
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Main Line（Original ）

M2

↑

M1

TIME　→

BOILER
Operation

G/E

By-Pss Line（Waste Heat Recovering Silencer Side）

Operation

M3
LOAD：70～75％（308～330kW）

NO.1 or 2 

PERFORMANCE TEST ①

START

NO.1 or 2 Para-Run

Main Line（Original Side）

STOP

NO.3

DAMPER

END

L
O

A
D

(4) 給水ポンプ 

給水ポンプ容量としては、通常、蒸発量の約 1.3 倍を選定し、圧力は、使用圧

力+3.0(㎏/㎠)を選定するので、それぞれ、 

容量：  

圧力：  

また、実船搭載船 TRIPLE STAR に設置されている給水ポンプ(表 2 参照)は、容

量が 2.0(㎥/h)、圧力が 100(m)である。容量としては、必要容量より大きいが、

ポンプが ON/OFF 制御のため問題ないので既設のポンプを使用することにした。 

 

4.4 実船搭載試験準備 

実船搭載試験マニュアルを策定した。また、試験結果の解析装置については社内の

備品を流用することとした。 

実船搭載試験において、試験方法としては、既設ボイラを停止しての試験と、既設

ボイラを稼働させたまま(追い焚き方法)の試験を実施する予定で、負荷としては、

70％～75％を計画している。 

また、この負荷を加えるために、消防ポンプ及びバラストポンプ・空気圧縮機等の

稼働を予定している。 

図 46・図 47にそれぞれの試験計画を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図46 試験計画(ボイラ停止，M：計測) 
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Main Line（Original）

M4

↑

Main Line

LOAD：70～75％（308～330kW）

TIME　→

M5

BOILER

DAMPER
By-Pss Line（Waste Heat Recovering Silencer Side）

END

Operation

START

PERFORMANCE TEST　②

G/E
NO.1 or 2 NO.3 NO.1 or 2 Para-Run

L
O

A
D

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図47 試験計画(追い焚き，M：計測) 

 

本船の改造及び、試験実施場所は、中国の上海地区(CIC)を予定しており、神原汽

船及び、本船の管理会社(Union Marine Management Services)で現地監督に対して説

明など実施し、本試験要領について確認した。 

 

５．平成２４年度の目標の達成状況 

平成 24 年度目標からの達成度で自己評価すると、下記に示すように、いずれの項目

も 100%の達成度となり、次年度の実船搭載試験に向けて計画通り実施できた。 

１）実船搭載試験船を検討した結果、TRIPLE STAR (52BC)にて、平成 25 年度に中国

の上海地区造船所(CIC)入港時に、改造工事および諸試験を実施することとした。 

また、船舶の機関室には、多くの装置、機器及び配管が設置されており非常に狭

隘な為、効率的配置が望まれるが、検討結果、ユニット工法の採用により、排熱

回収型サイレンサをコンパクトに搭載する技術を確立できた。 

２）実船搭載試験船の発電機関に適合した、コンパクトで効率の良い排熱回収型サイ

レンサを設計・製作した。 

３）既存蒸気系(搭載対象船)との配管及び配置的な結合方法を検討/確立し、対象船

の改造設計及び工場内で改造を行った。その際既存機器を活用するとともに、平

成 22～23 年度購入の機器類を可能な限り再利用した。 

４）平成 25 年度実施の実船試験の為、試験方法および工程の立案をした。 
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第Ⅱ部 平成２５年度 
 

６．平成２５年度の実施内容 

6.1 排熱回収型サイレンサ及び関連機器の搭載 

6.1.1 実船搭載機器のユニット化 

船内での改造工事期間短縮及び排熱回収型サイレンサをコンパクトに搭載するた

め、実船搭載機器をユニット化することとした。 

機器類はあらかじめ工場内で仮組みし、組立状態を確認した後、船内に搭載しやす

い部品・大きさごとに、分解し梱包した。 

工場内での仮組み状態を図 48に示す。輸送及び積込状態にユニット化した排熱回収

型サイレンサ据付台を 

図 49に、船内にて工事を行なう配管部品はパレットに入れた状態を図 50に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図48 仮組状態 
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図49 排熱回収型サイレンサ据付台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図50 配管部品 
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6.1.2 実船搭載機器積込 

搭載対象船「TRIPLE STAR」の入渠(定検)時期について、当初 3～9 月を予定してい

たが、4 月初めに上海(中国)の造船所に入渠が決定した。本船が上海に入渠前、日本

の橘港(徳島県)に寄港することになったので、機器・計装品などユニット化したもの

および搭載工事に必要なもの等すべて、橘港にて本船の No.1 ホールド内に積み込み、

ホールド内に固縛した。排熱回収型サイレンサ、ポンプおよび小物部品は木箱にて輸

出梱包している。 

本船のホールド内に積み込んだ写真を図 51～図 52に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図51 ホールド内積込 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図52 ホールド内積込 2 
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6.1.3 実船搭載工事 

4 月初旬に上海の CIC 造船所に入渠後、橘港にてホールド内へ積み込んだ排熱回収

型サイレンサ及び関連機器等を取り出し、本船の機関室上部のスカイライトより岸壁

のクレーンにて機関室内に搬入した。 

本船の定期検査/改造/修繕工事との関係で工事時期等限定されたが、造船所の職員

により据付・配管・配線・防熱及び測定機器等の設置工事を実施した。 

また、既設補助ボイラの改造工事はボイラメーカに依頼し、2 個所の配管の溶接及

び船級による圧力試験を実施した。 

実船搭載対象船及び搭載工事状況を図 53～図 62に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図53 実船搭載対象船 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図54 既設発電機配電盤 

(発電機負荷等試験時計測) 

 

図55 発電機 

(写真右側：No.3 を試験で使用) 
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 図56 スカイライトから搬入 

 

 

図57 排熱回収型サイレンサ設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図58 ボイラ改造（溶接工事：循環水取出し配管）
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図59 新設のダンパー部 

 

 

 

図60 排ガス管上部改造部 

(既設管との接続) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図61 試験用計器盤 

(既設補助ボイラ横) 

 

 

図62 騒音計測位置 

（煙突上部の排ガス管出口部） 
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既設補助ボイラの改造工事終了後、船級(DNV)による水圧試験を実施した。 

また、排熱回収型サイレンサの承認図面及び水圧試験等の船級の承認返却及び

「CERTIFICATE」を本船就航後、入手した。 

CERTIFICATE を図 63及び図 64に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図63 CERTIFICATE：P1 
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図64 CERTIFICATE：P2 

 

 



－ 52 － 

6.2 実船搭載試験 

6.2.1 実船試験① 

本船改造工事の機器・配管系統及び計測器等の単体での作動を確認した。 

その後、本船の発電機関、補助ボイラ等の既設機器を運転し、排熱回収型サイレン

サを稼働させ、既存蒸気系への適合性等問題ないことを確認しながら、「3.1.4 実船

搭載試験準備」の図 46及び図 47に沿って試験を実施した。 

1）排熱回収型サイレンサの単独試験（試験種類：M1、M2） 

補助ボイラを運転し、蒸気圧力を上限値（約 0.5MPa：燃焼バーナ停止）まで上

昇させ、排熱回収型サイレンサ単体で蒸気生成試験を開始した。 

試験開始後、排ガス出入口温度等が安定してから第 1 回目(M1)の試験データを

計測し、引き続き排ガス出入口温度等が安定しているのを確認し、第 2 回目(M2)

の試験データを計測した。 

2）補助ボイラとの併用運転（追い焚き運転） 

補助ボイラの圧力を低下させ、排熱回収型サイレンサとの併用運転を実施し

た。本船の停泊時蒸気消費量は排熱回収型サイレンサの蒸気生成量より多いた

め、通常補助ボイラとの併用運転となるので、その確認運転を実施した。 

試験データ計測は、M1/M2 試験同様、排ガスで入口温度等が安定してから、2

回計測した。 

 

6.2.1.1 実船試験①の試験結果 

上海での実船搭載試験におけるデータロガ計測データを表 9に、機側計測データ

を表 10に、発電機関係計測データを表 11に各々示す。 

排ガス及び循環水系統のデータは、データロガにて連続的に計測しており、各々

図 66、図 67に示す。なお、図 65の計器盤には、各データをデジタル表示している。 

発電機、補助ボイラ及び給水系統等のデータは既設計器のデータを計測した。 

図 67の蒸気圧力カーブから、蒸気生成開始後も蒸気圧力が若干低下（ゆるい勾配）

しているのは、本船が出港準備のため、蒸気使用を STOP できなかったためである。

すなわち、排熱回収型サイレンサ単体での生成蒸気量以上に本船での蒸気消費量を

意味している。 

また、排熱回収型サイレンサ停止（ダンパ切替）後は、蒸気圧力の低下が急勾配

になっている。 
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図65 計器盤 

 

 

表9 データロガ計測データ 

試験種類 

温度(℃) 

室温 

(ボイラ 

設置場所) 

排ガス 

ｻｲﾚﾝｻ 

入口 

排ガス 

ｻｲﾚﾝｻ 

出口 

循環水 

ｻｲﾚﾝｻ 

入口 

循環水 

ｻｲﾚﾝｻ 

出口 

蒸気 

M1 24.5 332.3 189.8 158.79 158.65 157.83 

M2 25.0 331.5 187.2 157.58 157.61 156.81 

追い焚き 24.0 335.2 193.0 160.79 160.37 - 

追い焚き 24.0 334.8 193.2 159.49 159.01 - 

試験種類 

圧力(MPa) 差圧 流量(m3/h) 

循環水 

ｻｲﾚﾝｻ 

入口 

循環水 

ｻｲﾚﾝｻ 

出口 

蒸気 

(ｽﾁｰﾑﾄﾞﾗﾑ)

排ガス 

ｻｲﾚﾝｻ 

出入口 

排ガス 循環水 

M1 0.52 0.49 0.47 38.78 4477.5 1.302 

M2 0.50 0.48 0.45 34.08 4040.5 1.295 

追い焚き 0.55 0.52 0.23 42.15 4937.0 1.274 

追い焚き 0.53 0.50 0.24 42.55 4830.0 1.272 
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表10 機側計測データ 

試験種類 

U 字管 補助ボイラ 循環水ライン 

排ガス系統 

(mmAq) 

水面計 

(mm) 

圧力 

(MPa) 

使用 

ポンプ 

循環水ポンプ圧力 

入口(MPa) 出口(MPa) 

M1 66 205 5.06 No.1 0.54 0.58 

M2 66 195 4.95 No.1 0.52 0.56 

追い焚き 82 270 5.33 No.1 0.56 0.60 

追い焚き 80 250 5.10 No.1 0.54 0.58 

 

表11 発電機関係計測データ 

試験種類 

制御室 機側 

周波数 

(Hz) 

出力

(kW)

電流 

(A) 

電圧

(V) 

室温(発電機設置場所) 

(℃) 

回転数 

(min-1) 

掃除空気圧

(MPa) 

M1 60.1 300 455 450 22 900 0.100 

M2 60.1 270 480 450 22 890 0.085 

追い焚き 60.1 332 520 450 25 890 0.115 

追い焚き 60.0 343 520 450 25 890 0.120 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図66 排ガス系統 
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図67 循環水系統 

 

 

1）排熱回収型サイレンサの単独試験（試験種類：M1、M2） 

排熱回収型サイレンサの生成蒸気量及び圧力損失を表 12に示す。 

生成蒸気量計画値は、100(kg/h)であるが、表 12に示すように、かなり多量の

蒸気生成量を計測した。 

その理由として、生成蒸気量計画値 100(kg/h)に対し、経年劣化(汚れに寄る排

熱エネルギー回収量低下等)のマージンを含めた計画としており、今回が初めて

の試験のため、煤の付着など全く汚れていないためと考えている。 

次に、生成蒸気量計画時の給水温度(循環水入口温度)は 50℃としていたが、実

際には、ボイラ内にて、約 160℃まで加熱されているため、計画値以上の蒸気生

成が出来た。 

また、圧力損失の試験結果では、0.4kPa 以下と、性能数値目標を十分満たして

いる。 
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表12 試験結果による生成蒸気量及び圧力損失 

試験種類 
負荷 

(kW) 

WS 

(kg/h) 

ΔE 

(kJ/h) 

Q0 

(Nm3/h) 

ΔT 

(K) 

圧力損失 

(kPa) 

M1 300 206 519513 2642 142.5 0.38 

M2 270 189 477412 2397 144.3 0.33 

 

生成蒸気量：  ，有効熱量：  

ノルマル排ガス流量：  ，効率：  

排ガス比熱：  ，排ガス出入口温度差：

 

蒸気生成エンタルピ：  ，排ガス出口流量：  ， 

排ガス入口温度：  ，排ガス出口温度：  

※  は、試験結果による値 

 

次に、騒音データを表 13及び図 68に示す。表 13の騒音データ比較だが、既設

発電機 No.3 の原音測定は不可能なため、既設発電機メーカの同型(5DK-20)発電

機の原音データを基に減衰量を求めた。 

騒音試験結果では、既設サイレンサおよび排熱回収型サイレンサとも、減衰量

は O.A.で 25dB(A)以上と、性能数値目標を満たしている。 

なお、発電機関は、約 70%(計画値：70～75%)の負荷にて試験を実施した 

 

 

表13 騒音データ 

 
周波数(Hz) 

31.5 63 125 250 500 1000 2000 4000 O.A. 

原音 72 79 97 98 103 100 100 90 107 

既設サイレンサ 66.8 67.2 72.3 74.8 75.8 72.9 67.6 61.4 80.9 

M1 試験 69.1 73.2 72.3 73.4 74.7 73.4 70.5 64.8 81.3 

M2 試験 69.6 73.2 72.5 73.5 74.8 73.5 72.4 70.0 81.8 
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図68 騒音データ比較 

 

2）補助ボイラとの併用運転 

本船の停泊時の蒸気必要消費量から、常時補助ボイラとの併用運転となるが、

本試験結果より本船蒸気の消費量に対しての生成蒸気量・蒸気圧力等の適合性

は、何ら問題点はなく良好な併用運転が確認できた。 

したがって、本船の停泊時及び航海中の主機関の減速運転による蒸気供給量不

足に対しても発電機関の排ガスを利用した本装置との併用運転が可能である。 

 

6.2.2 実船試験② 

4 月初めに実船試験①を実施したが、約 3 ヵ月後(7/中)、本船が浦項港(韓国)に入

港したので、その後の経年変化による性能確認、燃料削減量の確認及び稼働状況を確

認するため訪船し、試験を実施した。 

訪船時に機関長より排熱回収型サイレンサは、順調に稼働しており、特に問題点は

無いとの説明を受けた。 

さらに、本船の LOG BOOK を調査した結果、就航後 3 ヶ月で 7 航海しており、その

内 5 箇所の停泊地にて排熱回収型サイレンサを稼働させている状況であった。稼働時

は約 400ℓ /day の燃料削減となっており、C 重油の購入価格を約$700/t として、排熱

回収型サイレンサを 1 日稼働すると、約 3 万円の燃料費削減となっている。 

調査した LOG BOOK を図 69に示す。 

試験としては、経年変化による性能を確認するため、約 70%の負荷状態にて実施し、

生成蒸気量及び圧力損失を計測した。 
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その後、スートブローを実施し、約 70％負荷状態にて、生成蒸気量及び圧力損失を

計測した。 

結果としては、スートブロー前後共、性能数値目標は満足しており、スートブロー

後は、生成蒸気量が増加し、スートブローの効果が確認出来た。 

そのため、排熱回収型サイレンサ使用の 2～3 日毎にスートブローを実施するよう、

本船に指示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図69 LOG BOOK 

 

 

6.2.2.1 実船試験②の試験結果 

スートブロー実施前の実船搭載試験におけるデータロガ計測データを表 14に、機

側計測データを表 15に、発電機関係計測データを表 16に各々示す。 

また、排ガス系統のデータを図 70に、循環水系統のデータを図 71に示す。 

(実船試験①と同様に、排ガス出入口温度等安定状態での排熱回収型サイレンサ単

独試験における試験データを M1，M，M3…と標記した。) 
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表14 データロガ計測データ 

試験種類 

温度(℃) 

室温 

(ボイラ 

設置場所) 

排ガス 

ｻｲﾚﾝｻ 

入口 

排ガス 

ｻｲﾚﾝｻ 

出口 

循環水 

ｻｲﾚﾝｻ 

入口 

循環水 

ｻｲﾚﾝｻ 

出口 

蒸気 

M3 40.0 371.6 282.4 156.21 155.54 155.67 

M4 40.0 374.6 288.9 155.35 155.00 155.55 

M5 40.0 375.9 289.5 161.27 161.10 161.46 

M6 40.0 377.9 294.0 160.72 160.61 160.98 

試験種類 

圧力(MPa) 差圧 流量(m3/h) 

循環水 

ｻｲﾚﾝｻ 

入口 

循環水 

ｻｲﾚﾝｻ 

出口 

蒸気 

(ｽﾁｰﾑﾄﾞﾗﾑ)

排ガス 

ｻｲﾚﾝｻ 

出入口 

排ガス 循環水 

M3 0.45 0.40 0.42 - 4462.5 1.447 

M4 0.45 0.39 0.39 - 5182.0 1.452 

M5 0.54 0.48 0.48 - 5193.0 1.461 

M6 0.53 0.48 0.48 - 5130.0 1.467 

 

 

表15 機側計測データ 

試験種類 

U 字管 補助ボイラ 循環水ライン 

排ガス系統 

(mmAq) 

水面計 

(mm) 

圧力 

(MPa) 

使用 

ポンプ

循環水ポンプ圧力 

入口(MPa) 出口(MPa) 

M3 52 230 0.51 No.2 0.52 0.50 

M4 60 225 0.50 No.2 0.52 0.50 

M5 60 185 0.58 No.2 0.60 0.60 

M6 58 300 0.58 No.2 0.60 0.60 

 

 

表16 発電機関係計測データ 

試験種類 

制御室 機側 

周波数 

(Hz) 

出力 

(kW) 

電流

(A) 

電圧

(V) 

室温(発電機設置場所) 

(℃) 

回転数 

(min-1) 

掃除空気圧

(MPa) 

M3 60.1 251 350 450 40 890 0.070 

M4 60.1 330 480 455 39 890 0.120 

M5 61.0 320 460 455 39 890 0.110 

M6 60.0 390 540 455 38 890 0.100 
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図70 排ガス系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図71 循環水系統 
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試験は発電機負荷約 70%にて実施したが、本船が荷積み作業中のために本船のク

レーンを使用していたため、図 70の排ガス流量から分かるように、試験中の負荷変

動が激しかった。しかし、計測はできるだけ負荷変動の少ない、負荷整定時を狙い

実施した。 

また、図 70で、データロガにてデータ記録を開始してから、約 40 分～120 分後

は、昼休憩でクレーン停止のため、発電機負荷が低下していた。 

次に、生成蒸気量は、性能数値目標は満足しているが、実船試験①での試験と比

べ、生成蒸気量が低下していた。 

排熱回収型サイレンサを本船搭載後約 3 ヶ月経過しているため、M6 計測後、排熱

回収型サイレンサ内部を点検した結果、加熱チューブに相当量の煤が付着していた

ため、スートブロー要領を本船側に指導しながら、スートブローを実施し、その後

試験(M7)を実施したところ、当然ながら生成蒸気量が増加した。 

スートブロー前の加熱チューブ写真を 図 72に、スートブロー後の加熱チューブ

写真を図 73に、排熱回収型サイレンサの生成蒸気量及び圧力損失を表 17にそれぞ

れ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図72 スートブロー前 図73 スートブロー後 

 

 

表17 実船試験②での試験結果による生成蒸気量及び圧力損失 

試験種類 
負荷 

(kW) 

WS 

(kg/h) 

ΔE 

(kJ/h) 

Q0 

(Nm3/h) 

ΔT 

(K) 

全圧力損失

(kPa) 

M3 251 107 270085 2194 89.2 0.50 

M4 330 118 297840 2518 85.7 0.59 

M5 320 120 300590 2521 86.4 0.59 

M6 390 114 286063 2471 83.9 0.57 

M7 315 139 349005 2618 96.6 0.49 

 

試験結果としては、表 17の通り、スートブローの効果も確認でき、生成蒸気量の

性能数値目標を満たしている。 
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また、圧力損失としては、全圧力損失での評価となるが、全圧力損失は 0.6kPa

を計測しており、実船試験①のデータより想定して、排熱回収型サイレンサ単体の

圧力損失のその後の増加はなく、性能数値目標を満足していた。 

 

6.2.3 実船試験③ 

実船試験②での試験後、さらに約 5 ヵ月後(12/中)に、本船が群山港(韓国)に入港

したので、設置後の排熱回収型サイレンサおよび新設の関連機器の状況確認、発電機

負荷変動時の蒸気生成量の確認及び LOG BOOK の調査のため訪船し、試験を実施した。 

訪船時に新機関長(前回より機関長交代)より排熱回収型サイレンサは、特に問題点

は無く順調に稼働しているとの説明を受けた。 

また、配管系統についての改良点等のアドバイスを受けた。 

そして、実船試験②同様、本船の LOG BOOK を調査した結果、停泊地では基本的に

排熱回収型サイレンサを稼働させており、稼働時は実船試験②同様約 400ℓ /day の燃

料削減となっており、燃料費削減に繋がっていた。 

試験は、発電機負荷を約 70%、約 50%および負荷変動状態にて実施した。停泊時の

発電機負荷は常時変動しているため実情にあった試験が実施できた。 

また、実船試験③は、実船試験②同様、スートブローの前後に各負荷状態にて試験

を実施した。 

結果としては、スートブロー前後共、性能数値目標は満足しており、スートブロー

後は、生成蒸気量が増加し、スートブローの効果を再確認した。 

また、発電機は主機と異なり、負荷に関係なく回転数一定のため、生成蒸気量は、

発電機負荷に対し大きな変化はない。 

 

6.2.3.1 実船試験③の試験結果 

データロガ計測データを表 18に、機側計測データを表 19に、発電機関係計測デ

ータを表 20に各々示す。 

また、排ガス系統のデータを図 74に、循環水系統のデータを図 75に示す。 

 

表18 データロガ計測データ 

試験種類 

温度(℃) 圧力(MPa) 
流量

(m3/h) 

排ガス 

ｻｲﾚﾝｻ 

入口 

排ガス 

ｻｲﾚﾝｻ 

出口 

循環水

ｻｲﾚﾝｻ 

入口 

循環水

ｻｲﾚﾝｻ 

出口 

循環水 

ｻｲﾚﾝｻ 

入口 

循環水

ｻｲﾚﾝｻ 

出口 

循環水 

M8 339.5 257.5 154.7 155.5 0.55 0.40 1.640 

M9 346.9 263.5 155.9 157.5 0.58 0.43 1.715 

M10 339.0 255.2 161.2 163.0 0.66 0.52 1.618 

M11 345.8 235.5 157.5 158.8 0.59 0.45 1.609 

M12 338.7 239.4 162.7 163.8 0.67 0.53 1.704 
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表19 機側計測データ 

試験種類 

補助ボイラ 循環水ライン 

水面計 

(mm) 

圧力 

(MPa) 

使用 

ポンプ 

循環水ポンプ圧力 

入口(MPa) 出口(MPa)

M8 FULL 0.50 No.1 0.53 0.53 

M9 265 0.48 No.1 0.50 0.50 

M10 247 0.58 No.1 0.60 0.60 

M11 FULL 0.52 No.1 0.55 0.55 

M12 237 0.51 No.1 0.60 0.60 

 

表20 発電機関係計測データ 

試験種類 

制御室 機側 

周波数 

(Hz) 

出力 

(kW) 

電流

(A) 

電圧

(V) 

室温(発電機設置場所) 

(℃) 

回転数 

(min-1) 

掃除空気圧

(MPa) 

M8 60.0 328 490 450 21 900 0.115 

M9 60.0 322 490 450 21 900 0.115 

M10 60.0 222 340 460 21 900 0.070 

M11 60.0 324 490 460 21 900 0.115 

M12 60.0 217 330 460 20 900 0.070 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図74 排ガス系統 
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図75 循環水系統 

 

実船試験③は、約 70%の負荷及び約 50%の負荷状態にて実施した。図 74の M8～M9

及び M11 が約 70%負荷で、M10 及び M12 が約 50%負荷状態で、M11～M12 はスートブ

ロー後の試験を示している。 

実船試験①および②の試験結果より、生成蒸気量と排ガス出入口温度差との関係

を図 76に示している。 

生成蒸気量を算出するには、排ガス流量及び排ガス温度差の値が必要であるが、

今回は排ガス流量計が故障（原因不明）したため、生成蒸気量は、図 76より推定し

た。 

各発電機負荷に対する試験結果は、表 21に示しているが、スートブローの効果も

確認でき、生成蒸気量の性能数値目標をみたしている。 

また、発電機負荷変動に対して、生成蒸気量は大きな変化はないことが確認でき

た。 
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図76 温度差と生成蒸気量の関係 

 

表21 実船試験③での試験結果による生成蒸気量 

試験種類 
負荷 

(kW) 

WS 

(kg/h) 

ΔE 

(kJ/h) 

Q0 

(Nm3/h) 

ΔT 

(K) 

M8 328 112 284491 2514 82.0 

M9 322 114 289080 2512 83.4 

M10 222 115 287459 2486 83.8 

M11 324 152 384642 2527 110.3 

M12 217 137 342539 2500 99.3 

 

6.2.4 本船での使用状況 

実船試験②及び実船試験③のために訪船した際、排熱回収型サイレンサの使用状

況および、燃料削減量など、LOG BOOK にて調査した。調査結果を表 22に示す。 

また、本船の動向は、下記の通りである。 

南アフリカ(PORT ELIZABETH)→アフリカ(MAURITIUS)→シンガポール→日本(橘

港：搭載工事に必要な物をホールド内へ積込)→中国(上海：排熱回収型サイレンサ

搭載による改造工事及び実船試験①)→アメリカ(LONG BEACH)→香港→中国→フィ

リピン→中国→ベトナム→韓国(浦項：実船試験②)→アメリカ(HOUSTON)→アメリ

カ(TAMPA)→ペルー(BAYOVAR)→オーストラリア(KWINANA)→オーストラリア(PORT 

HEDLAND)→韓国(群山：実船試験③) 
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表22 排熱回収型サイレンサ搭載後の燃料消費量 

入港国 
停泊日 

排熱回収型サイレンサ 

稼働日数 

燃料消費量 

(kℓ /day) 

中国 5/30～6/3 3 日間 0.68 

フィリピン 6/6～6/8 3 日間 0.74 

中国 6/13～6/15 3 日間 0.75 

ベトナム 6/19～6/26 7 日間 0.76 

韓国 7/15～8/3 20 日間 0.76 

アメリカ 9/11～9/18 8 日間 0.75 

アメリカ 9/22～9/26 5 日間 0.74 

 

排熱回収型サイレンサ搭載前の燃料消費量は、機関長談及び LOG BOOK の調査

結果より、平均 1.20kℓ /day である。停泊時の排熱回収型サイレンサ稼動時の燃

料消費量は、表 16 より 0.68～0.76kℓ /day と減少しており、平均 0.46kℓ /day 

(460ℓ /day)の燃料消費量が削減できている。 

本船は、不定期船であるが、本船の排熱回収型サイレンサ稼働日数は 8 ヵ月間で

61 日となっている。なお、本船は停泊時のみ排熱回収型サイレンサを稼働している。 

上記実績より、本船の年間燃料削減量及び GHG 削減量を想定すると下記となる。 

・燃料削減量：61×12/8×0.46=42.09ℓ (≒40t)…2 台で約 80t 

・GHG 削減量：42.09×3.11=130.9t…2 台で約 261t 

なお、本事業は、1 隻に排熱回収型サイレンサを 2 台設置と計画し、下記目標値

を定めており、十分満足したデータとなっている。 

・燃料削減量：43.2t 

・GHG 削減量：135t 

 

6.2.5 試験結果総括 

本装置の実船プラントへの搭載において、設備の容量の大きい既存蒸気系への適合

性、狭い空間への搭載方法、実船搭載時の性能数値目標等を実船搭載確認試験により

確認した結果は、以下の通り、全てにおいて良好な結果であった。 

 

6.2.5.1 既存蒸気系への適合性確認 

既存機器及び既存蒸気系への適合性、また補助ボイラとの併用運転(追い焚き運

転)の容易性など問題点はなく、良好な運転が可能である。 

 

6.2.5.2 生成蒸気量：100kg/h 

実船搭載後、三度の試験を実施した結果、全てにおいて生成蒸気量の性能数値目

標は満たしている。 

また、スートブローに関しては、スートファイアー対策だけでなく、生成蒸気量

確保のためにも重要である事が再確認でき、スートブローを適度時期(2～3 日に 1

回)に実施することにより、経年変化を少なくする事が確認できた。 
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6.2.5.3 排ガス騒音減衰量：15dB(A)以上 

実船搭載後、実船試験①の結果より、25dB(A)以上の減衰量が確認出来、性能数

値目標を十分満たしている。 

 

6.2.5.4 排ガス系統圧力損失：1.5kPa 以下 

圧力損失に関しては、排熱回収型サイレンサ単体での性能数値目標値に対して、

半分以下の圧力損失となっており、十分な結果を得た。 

また、排熱回収型サイレンサ単体の圧損が少ないため、今後船舶の排ガス系統

に装備されるであろう、SCR 等の機器の追加設置に対しても問題はないと考えら

れる。 

 

6.2.5.5 改良点の抽出 

実船搭載試験結果及び乗組員からのアドバイス等より、下記の改造を実施し実用排

熱回収型サイレンサに適用する。 

1）スートブロー作業を容易にするため配管を固定配管(鋼管)とする(現状は、ホ

ースにてその都度取付、取外方式としている)。 

2）スートブロー用流体を圧縮空気から蒸気に変更する。なお水洗用ノズル等の装

置は現状として残す。 

3）循環水系統の排熱回収型サイレンサ出口側にバルブ付枝管を新設し、稼動初め

のノッキング防止として使用する。 

4）長期停止時の水抜きを考慮し、循環水系統の下部(循環水ポンプ入口部)にドレ

ン抜きを新設する。(乗組員要望) 

循環水ラインは配管の腐食/劣化を防ぐため、排熱回収型サイレンサを使用し

ないときも満水の状態となるよう、ドレン抜きは未設置であった。 

しかし、乗組員から、排熱回収型サイレンサを長期間使用しないときは、ドレ

ンを抜いておきたいと要望があったため。 

5）加熱チューブ点検用マンホールの蓋を容易に開放可能な構造とする。 

(本件は、コストとも合わせ、今後の検討項目とする。) 

6）ガス側の圧力損失は機関の許容値よりかなり余裕があるため、本体口径のサイ

ズダウン等検討する。 
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6.3 実用排熱回収型サイレンサの設計 

前項で検討した改良点を含めた小型でコンパクトな実用排熱回収型サイレンサとし、

発電機容量は表 23の 6 種類にて設計を行った。 

なお、各船種等多様なニーズに対応出来るよう、以下の 3 ケースについて設計を行っ

た。 

1）生成蒸気量 100kg/h の実用排熱回収型サイレンサ 

2）大晃産業標準型サイレンサ寸法ベースの実用排熱回収型サイレンサ 

3）生成蒸気量最大型の実用排熱回収型サイレンサ 

 

表23 発電機容量別実用排熱回収型サイレンサ標準 

発電機容量(kW) 400 500 600 1000 1500 2000 

口径 300A 300A 350A 400A 500A 600A 

 

また、生成蒸気量 100kg/h での 50BC 向け配管系統図例を図 77に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図77 50BC 向け配管系統図例 
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6.3.1 生成蒸気量 100kg/h の実用排熱回収型サイレンサ 

表 23の各発電機容量にて、3/4 出力での生成蒸気量 100kg/h の実用排熱回収型サイ

レンサの設計をした。 

表 24に発電機容量別生成蒸気量 100kg/h の実用排熱回収型サイレンサの発電機容

量毎の標準寸法表を、図 78に排熱回収型サイレンサの基本外形図を示す。 

 

表24 発電機容量別生成蒸気量 100kg/h の実用排熱回収型サイレンサ 

発電機容量 
口径 

排ガス流量 排ガス温度 サイズ 生成蒸気量

(kW) (Nm3/h) (℃) H(㎜) W(㎜) D(㎜) (kg/h) 

400 300A 2270 337 2435 680 680 100 

500 300A 3146 337 2182 680 680 100 

600 350A 3815 337 1730 765 720 100 

1000 400A 5847 337 1562 765 900 100 

1500 500A 7579 337 1594 1017 1060 100 

2000 600A 13869 310 1276 1353 1370 100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図78 実用排熱回収型サイレンサ基本図 
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また、発電機容量 400kW で、生成蒸気量 100kg/h の実用排熱回収型サイレンサのエ

コノマイザー部フィン付チューブ伝熱面積の検討を以下に示す。 

(1)100(kg/ h)の蒸気生成するための交換熱量 Qs(kJ/h)及び排ガス出口温度 T2(℃)

は、それぞれ次式により求められる。 

 

 
・蒸気流量 Gs：100kg/ h 

・  

・  

・ ：  

・排ガス入口温度 ：337.0℃ 

・熱損効率 ：1.03 

・排ガス流量 ：2935 kg/ h(2270Nm3/h) 

・平均ガス比熱 ：1.096kJ/kgK 

したがって交換熱量 Qs(kJ/h)及び排ガス出口温度 T2(℃)は、それぞれ 

(kJ/h) 

(℃) 

また、対数平均温度差 (℃)は次式により求められる。 

 
・排ガス入口側管内外温度差 ：172.2℃ 

・排ガス出口側管内外温度差 ：90.4℃ 

したがって対数平均温度差 (℃)は 

(℃) 

(2)必要伝熱面積 A(㎡)は、次式により求められる。 

 
・熱貫流率 K：40.2W/m2K 

したがって必要伝熱面積 A(㎡)は、 

(㎡) 

以上により、排熱回収型サイレンサのエコノマイザー部フィン付チューブ伝熱面積

を 16.5m2(有効長さ 0.33m、列数を 8 列、段数を 13 段)とした。 

表 25に発電機容量 400kW で、生成蒸気量 100kg/h の実用排熱回収型サイレンサの熱

回収部の設計値を示す。 
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表25 実用排熱回収型サイレンサの熱回収部設計値 

(発電機容量：400kW，生成蒸気量：100kg/h) 

負荷 75％ 

流体名 

管外 管内 

D/E 排ガス 
飽和蒸気 

(AorC 重油) 

流量 kg/h 
2270 (Nm3/h) 蒸気 100 

2935 循環 500 

入口温度 ℃ 337.0 164.8 

出口温度 ℃ 254.4 164.8 

操作圧力 MPa - 0.6 

最高使用圧力 MPa - 0.98 

交換熱量 kJ/h 2.55E5 

蒸気発生量 kg/h 100 

対数平均温度 ℃ 126.9 

管外質量流量 kg/m2h 2.24E4 

管内質量流量 kg/m2h 4.50E5 

熱貫流率 W/mK 40.2 

必要伝熱面積 m2 13.9 

実際伝熱面積 m2 16.5 

実際圧損 kPa 0.15 17 

許容圧損 kPa ＜1.5 ≦50 

流体平均流速 m/s 10.1 6.8 

材質 
チューブ KSTB35SC 

フィン SPCC 
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6.3.2 大晃産業標準型サイレンサ寸法ベースの実用排熱回収型サイレンサ 

狭隘な機関室内に設置するため、省スペース型として、従来のサイレンサのスペー

スに設置可能な実用排熱回収型サイレンサを設計した。就航船に対しても従来のサイ

レンサを取外し、本装置を設置できるサイズとしている。 

すなわち、大晃産業標準サイレンサの寸法と同一なサイズにて排熱回収型サイレン

サを設計した。 

表 26に発電機容量別標準サイレンサ寸法における実用排熱回収型サイレンサの外

形寸法を示す。 

 

表26 発電機容量別実用排熱回収型サイレンサ 

発電機容量 
口径 

排ガス流量 排ガス温度 サイズ 生成蒸気量

(kW) (Nm3/h) (℃) H(㎜) W(㎜) D(㎜) (kg/h) 

400 300A 2270 337 1730 680 680 70 

500 300A 3146 337 1730 680 680 86 

600 350A 3815 337 2230 765 800 136 

1000 400A 5847 337 2350 849 910 231 

1500 500A 7579 337 2850 1017 1140 380 

2000 600A 13869 310 3250 1353 1370 601 

 

表 26に示すように、標準サイレンサ寸法ベースの場合、発電機容量 400kW 及び 500kW

については、生成蒸気量が 100kg/h を下回っている。 

そのため、実用排熱回収型サイレンサの標準として、400kW 及び 500kW 用について

は、標準サイレンサ寸法より高さが高くなるが、生成蒸気量が 100kg/h の表 24を、そ

れ以外は、表 26を実用排熱回収型サイレンサの標準とする。 

 

6.3.3 生成蒸気量最大型排熱回収型サイレンサ 

各発電機容量に対する排ガスエネルギーを、すべて回収し、最大限の蒸気を生成出

来る排熱回収型サイレンサを設計した。 

その際、設計条件として、スートブローは 3 箇所以下及び排ガス出口温度を 185℃

までとした。 

表 27に発電機容量別生成蒸気量最大型の排熱回収型サイレンサの外形寸法を示す。 
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表27 発電機容量別生成蒸気量最大型排熱回収型サイレンサ 

発電機容量 
口径 

排ガス流量 排ガス温度 サイズ 生成蒸気量

(kW) (Nm3/h) (℃) H(㎜) W(㎜) D(㎜) (kg/h) 

400 300A 2270 337 4552 680 1150 180 

500 300A 3146 337 4552 850 1250 250 

600 350A 3815 337 4552 850 1350 300 

1000 400A 5847 337 4752 1015 1650 460 

1500 500A 7579 337 4752 1015 1850 590 

2000 600A 13869 310 4852 1015 2350 860 

 

７．平成２５年度の目標の達成状況 

平成 25 年度目標からの達成度で自己評価すると、下記に示すように、いずれの項目

も 100％の達成度となり、計画通り実施できたものと考えている。 

1）平成 24 年度に排熱回収型サイレンサをコンパクトに搭載するため検討し、確立し

たユニット工法により、狭い空間への搭載方法及び就航船での改造工事期間短縮が

可能になった。 

2）実船搭載試験の実施結果より、当初の性能数値目標であった、1 基当たりの蒸気生

成量 100kg/h 以上，減衰量 15dB(A)以上，圧力損失 1.5kPa 以下のすべてにおいて、

満足する結果であった。 

また、排熱回収型サイレンサを使用することにより、400ℓ /day 以上の燃料消費量

を削減できた。 

3）既存蒸気系への適合性については、性能試験、補助ボイラとの併用運転及び設置後

の経年変化確認試験等により良好な稼働状況にて確認できた。 

4）乗組員からのアドバイスなど、改良点を抽出した結果、各発電機容量に対応した標

準サイレンササイズでの実用排熱回収型サイレンサを設計できた。 

また、多様なニーズに対応した仕様の排熱回収型サイレンサを検討できた。 

 

８．目標達成度の自己評価 

2 年度に亘る「排熱回収型サイレンサに関する技術開発(実船搭載試験)」の成果を、

当初目標からの達成度で自己評価すると、下記に示すように、いずれの項目も 100%の達

成度となった。 

1）既存蒸気系への結合方法の確立 

実船搭載試験船に対し、既存蒸気系統及び船内配置を詳細に調査し、容量の大きい

既存蒸気系との適合性を確認した結果、排熱回収型サイレンサの性能が確保できる

最良のシステムを確立した。 

また、ユニット工法の採用により、コンパクトな搭載/改造技術が確立できた。 

2）実船試験用排熱回収型サイレンサの設計・製作 

実船搭載試験船の発電機関に適合し、性能数値目標を満たす、コンパクトで効率の

良い排熱回収型サイレンサを設計し、製作した。 
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3）搭載対象船の機器/装置の改造 

既存蒸気系との結合方法に基づき、対象船の改造設計と機器の改造を行なった。そ

の際、汽水分離器や給水ポンプなど既存機器を活用するとともに、平成 22～23 年

度購入の機器類を可能な限り改造などして再利用した。 

4）実船搭載試験準備 

実船搭載試験マニュアルを策定し、海外での改造及び試験の準備をした。 

5）排熱回収型サイレンサ及び関連機器の搭載 

船内での改造工事期間を短縮するため、搭載前に機器/計装品のユニット化を実施

し、据付，配管，防熱及び測定機器等の設置工事を行なった。 

また、既設補助ボイラの改造工事はボイラメーカにて実施した。 

6）実船搭載試験 

対象船にて諸試験実施し、排熱回収型サイレンサを稼動させ、既存蒸気系への適合

性を詳細に調べ、問題ないことを確認した。 

また、生成蒸気量，減衰量及び圧力損失の性能数値目標がすべて達成できている事

を確認し、実用排熱回収型サイレンサ設計のための改良点を抽出した。 

7）実用排熱回収型サイレンサの設計 

抽出した改良点を考慮し、当初の目標であった生成蒸気量 100kg/h の実用プロトタ

イプ排熱回収型サイレンサの設計を完成させた。 

また、本試験を通じて、船舶に搭載されるサイレンササイズ及び、発電機容量毎の

最大生成蒸気量の排熱回収型サイレンサを設計し、標準仕様とした。 

 

９．排熱回収型サイレンサの今後の取り組み 

1）実船搭載した排熱回収型サイレンサは、今後も本船よりデータを入手し、経年劣化

を調査継続して行き、本船が日本に寄港した際は訪船し、試験を実施する。 

2）排熱回収型サイレンサを商品化するにあたり、製品名を『Hi Eco Silencer』とし

た。 

3）排熱回収型サイレンサを販売するため、現在カタログを作成中である。 

4）販売価格は、イニシャルコストを 3 年程度(船種にもよるが、Max 5 年程度)で回収

できるよう考え、現在コストダウンを模索中である。 
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